
会派等研究研修報告書 

 

令和８年３月 24 日 

 

  常滑市議会議長 様 

 

                     会 派 名  常翔会 

                     会派の代表者  加藤 久豊 

 

   会派等の研究研修について下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 期 日  令和８年１月 22日（木）～１月 23日（金） 

２ 研修名  （１）長崎スタジアムシティ（長崎県長崎市） 

「スポーツを通じたまちづくりについて」 

（２）長崎県長崎市「平和学習について」 

（３）長崎県大村市「ＳＮＳを活用した行政情報の発信について」 

（４）ボートレース大村（長崎県大村市） 

「ボートレース大村の施設見学及び経営状況について」 

３ 参加者  加藤久豊（代表）、盛田克己、伊藤史郎、相羽助宣、稲葉民治、 

伊奈 利信（議長）、中村崇春（副議長）、坂本直幸、大川秀徳、 

齋田資、森下雅仁 

４ 行 程  別紙１のとおり 

５ 視察費  別紙２のとおり 
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別紙１ 

１ 行程 

令和８年１月 22日（木） 

時刻 場所 交通手段 

6時 09分 

6時 13分 

常滑駅発 

中部国際空港駅着 

名鉄空港線（中部国際空港行） 

7時 20分 

8時 55分 

中部国際空港発 

長崎空港着 

ＡＮＡ371便 

9時 35分 

10時 21分 

長崎空港発 

銭座町長崎スタジアムシティバス停着 

空港線エアポートライナー 

（出島道路経由便） 

10時 45分 

12時 15分 
長崎スタジアムシティ視察【スポーツを通じたまちづくりについて】 

12時 30分 昼食 フードコートにて各自 

13時 04分 

13時 15分 

スタジアムシティノース駅発 

市役所駅着 

長崎電軌（蛍茶屋行） 

14時 00分 

15時 00分 
長崎県長崎市役所視察 【平和学習について】 

15時 09分 

15時 14分 

市役所駅発 

長崎駅前駅着 

長崎電軌（赤迫行） 

16時 02分 

16時 46分 

長崎駅発 

大村駅着 

ＪＲ快速シーサイドライナー

（佐世保行） 

16時 50分 

17時 00分 

大村駅発 

長崎インターナショナルホテル着 

タクシー※1 

※１ 1.1キロメートル（徒歩 15分）あり、他の公共交通機関もないためタクシーを利用 

 

令和８年１月 23日（金） 

時刻 場所 交通手段 

9時 10分 

9時 20分 

ホテル発 

大村市役所着 

タクシー※2 

 

9時 30分 

11時 00分 

長崎県大村市役所視察 

【ＳＮＳを活用した行政情報の発信について】 

11時 10分 

11時 20分 

長崎県大村市役所発 

ボートレース大村着 

タクシー※3 

11時 30分 

17時 50分 

ボートレース大村 

【ボートレース大村の施設見学及び経営状況について】 

18時 00分 

18時 20分 

ボートレース大村発 

ＪＲ大村駅着 

タクシー利用※4 

18時 36分 

18時 48分 

大村駅前発 

長崎空港着 

空港連絡バス 

 長崎空港線（長崎空港行） 

20時 10分 

21時 20分 

長崎空港発 

中部国際空港着 

ＡＮＡ374便 

21時 52分 

21時 57分 

中部国際空港駅発 

常滑駅着 

名鉄空港準急（新鵜沼行） 

 
※2 1.2キロメートル（徒歩 17分）、他の公共交通機関もないためタクシーを利用 

※3 0.9キロメートル（徒歩 12分）、他の公共交通機関もないためタクシーを利用 

※4 当該時間帯のファンタクシーがなく、他の公共交通機関もないためタクシーを利用 
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２ 視察報告 

（１）長崎スタジアムシティ（長崎県長崎市）「スポーツを通じたまちづくりについて」  

【概要】 

近年、日本では地方創生において「スポーツを通じたまちづくり」が重要な政策

テーマとなっています。従来のスポーツ施設は単体で整備されることが多かったです

が、近年は商業・観光・居住機能を融合した複合型開発へと進化しています。長崎ス

タジアムシティは、長崎市幸町に 2024 年に開業した大規模複合施設であり、ジャパ

ネットホールディングスが主体となって開発しました。旧三菱重工業長崎造船所跡地

を活用し、約 7.5 ヘクタールの敷地にサッカースタジアム、アリーナ、ホテル、商業

施設、オフィスなどを集積させ、試合日以外でも人が訪れる「365 日型の集客モデル」

を実現しています。長崎スタジアムシティは、造船所跡地の再開発という文脈を持ち

ます。これは単なるスポーツ施設整備ではなく、「都市の再生プロジェクト」として

の側面を持っています。 

【所感】 

（加藤久豊） 長崎スタジアムシティは、通販で有名なジャパネットたかたが約 1,000

億円をかけ整備したスポーツ複合施設で、スタジアムやアリーナ、そしてホテル、商

業施設、オフィスなどで構成されていました。スタジアム全体の規模も大きく、ス

ポーツによるまちづくりのコア施設だと感じました。特に地元の雇用にもつながり、

民間としての地域貢献度は大きいです。メインのスタジアムにはホテルも併設されて

いました。スタジアムはプロサッカーチームＶ・ファーレン長崎のホームとして、臨

場感あふれるスタジアムだと感じました。また、フードコートなどが一般開放されて

おり、地元をはじめ観光客の憩いの場となっていました。民間ならではの工夫もあり、

とても刺激を受けた施設でした。 

（盛田克己） ジャパネットグループによる地域創生事業として、大企業が撤退した用

地を 1,000 億円の総事業費でサッカー場を中心に、にぎわいができる地域創生のモデ

ルケースとして民間投資で流入人口増、企業誘致、災害時初動拠点などを備えた今後

あるべき街づくりのモデルケースとなっています。公共ではできない今後あるべき街

づくりに民間の知恵が集積された施設であり、三重県のＶＩＳＯＮの企画と同様、民

間の知恵、資金力構想のすばらしさを感じます。 

（伊藤史郎） 長崎スタジアムシティは、スタジアムを単なる競技施設として整備する

のではなく、商業施設や宿泊機能、交流空間を一体的に整備することで、日常的に人

が集い、にぎわいが生まれる都市空間を形成している点が印象的でした。試合の有無

に関わらず来訪者が見込まれる構造となっており、スポーツを核としながらも、地域

経済の活性化や回遊性の向上に寄与する仕組みが構築されていると感じました。 

（相羽助宣） ジャパネットたかたのグループ企業で、工事費は 1,000 億円、35 年で償

還するということです。１企業でスポーツパークを開設したジャパネットのすごさを

痛感しました。本社は佐世保市ですが、長崎市をすごく愛しているからこそ、多額な

投資を行い市の発展を願っているのではないでしょうか。そこには、原爆被災地であ

る長崎市からスポーツを通じて平和を願っていることが感じられます。ここの土地は

三菱造船所跡地で原爆が落とされた中心地だったそうです。また、若い人の働き場所

を作るということもあったのではないでしょうか。他の市から引き合いもあるそうで
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すが、ボランティアで企業活動を行っているわけではないので、なかなか難しいとい

うことです。 

（稲葉民治） 一帯は三菱重工業が所有していた長崎造船所幸町工場の跡地で、2017 年

度限りで施設は閉鎖され、事業は他工場に移されました。それに先駆け 2017 年１月よ

り「『Ｓｍａｒｔ ＆ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ』なまちづくりを先導する拠点」をコ

ンセプトに、当該土地の活用事業者ならびに事業計画の公募が行われました。2018 年

にジャパネットホールディングス（ジャパネット）とジョーンズ・ラング・ラサール

（ＪＬＬ）グループ、竹中工務店の３社で結成された「ジャパネットホールディング

スグループ」が三菱重工業との優先交渉権を獲得し事業が始められました。同年 11 月

には工場敷地 68746.58 平方メートルをジャパネットホールディングスが取得する不動

産売買契約を締結し、2019 年６月にはジャパネットが事業の企画運営を担う子会社

「株式会社リージョナルクリエーション長崎」を設立しました。ジャパネットホール

ディングスが事業主となり、リージョナルクリエーション長崎が企画運営、ＪＬＬグ

ループ（ＪＬＬ及び子会社のＪＬＬモールマネジメント）がプロジェクトマネジメン

トを、環境デザイン研究所・安井建築設計事務所が基本設計を、三菱地所設計がコン

ストラクション・マネジメントをそれぞれ担当することとなりました。サッカースタ

ジアム・アリーナ・ホテル・商業施設・オフィスの複合施設です。平日に訪れました

が、多くの方々に利用されており、素晴らしい施設でした。 

（伊奈利信） 民間企業の力で総工費 1,000 億円の施設です。雇用創出や集客によるま

ちの賑わいの創出など、まちのシンボルとなっています。経済・観光・雇用・スポー

ツ振興・教育など多方面で有効に展開されています。 

 

（中村崇春） ジャパネットの 1,000 億円もの投資により、サッカーを中心としたボー

ルパークが形成されたことは素晴らしいと感じました。民設民営だからこそスピード

感を持って建設できたのだと思います。補助金も国から 50 億円のみであり、運営会社

の覚悟を感じました。地域や他の企業も上手に連携しており、新たな地域振興策とし

て機能しています。 

（坂本直幸） 長崎スタジアムシティは、企業（ジャパネットたかた）が自己資金で設

立したスタジアムで、施設内にはホテル・商店・スポーツ施設（サッカー場）などが

あり、多くの市民及び観光客が利用し、スポーツを通じた観光客誘致で長崎市に大き

く貢献している施設です。 

（大川秀徳） 2022 年９月 23 日に開通が決まった「西九州新幹線」によって、今後、

観光やビジネスで大きな地域振興と発展が期待されている長崎県では、長崎市を中心

に急ピッチで都市整備計画が進められました。「長崎スタジアム」は、新幹線「長

崎」駅から徒歩 10 分ほどの三菱重工長崎造船所幸町工場跡地に建設され、サッカース

タジアム、アリーナを中心に、オフィス・商業施設・ホテルなどの周辺施設を株式会

社ジャパネットホールディングスグループによる民間主導で建設・運営が行われてい

ます。計画地の長崎市は市外への転出人数が 2018 年、2019 年と全国自治体ワースト１

（2019 年２月２日 長崎新聞より）と人口流出問題を抱えており、長崎出身の株式会社

ジャパネットホールディングスとして地元・長崎を活性化したいという想いが、プロ

ジェクトの大きなきっかけの１つになっていました。 
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（齋田資） 平成６年 10 月にジャパネットホールディングスが取り組む「長崎スタジ

アムシティ」は、長崎市において多種にわたる効果をもたらしています。スポーツ施

設としては、プロサッカーチーム、プロバスケットボールチームのホームとして、長

崎市を活気あふれる街にしています。施設内はスポーツ施設だけでなく、飲食店、会

社のオフィス、ショッピングモール、宿泊施設も併設され、コンサートも開催してお

り、たくさんの賑わいを作っています。スポーツ観戦がない時でも利用価値のある施

設と感じました。また人口減少の歯止め役としての効果も持っています。「感動とビ

ジネスを両立させることで、地域創生のロールモデルとして地方を元気にする。」と

いうポリシーを伺いました。民間企業による取組の幅広さに驚かされました。 

（森下雅仁） 長崎スタジアムシティ建設、運営に対するジャパネット（株）の取組は、

企業としての新たな自治体への貢献スタイルを示すものであり、今後、各地で同様の

事例が増えると思います。また、スタジアムシティ建設費用は国等の補助金をほぼ活

用することなく、ジャパネット株式会社が負担しており、このことで補助に関する規

制に縛られない独自性の高い建物の建設が可能になったと思われます。 

【市への反映】 

（加藤久豊） 常滑市にこうしたスポーツを中心としたスタジアムの立地は希望的に願

いますが、施設の整備規模など民間が 100％出資して進出するには少し課題も多いと思

いました。しかしながら、スポーツが地域に与える効果は絶大であり、知恵を出しな

がら、スポーツを通した地域活性化策を考え、提案に努めたいと思います。 

（盛田克己） 成長戦略の成果を上げるには、やはり民間の知恵、資金を活用すること

を考えないと構想としての取組で終わってしまいます。 

（伊藤史郎） 常滑市においても、既存のスポーツ施設やイベントを「点」として捉え

るのではなく、周辺施設や観光資源と連携させることで、「面」としてのにぎわい創

出につなげる視点が重要であると考えます。スポーツやイベントをきっかけとした交

流人口の増加を、地域消費や継続的な来訪につなげる仕組みづくりについて、今後の

まちづくり施策の参考にしたいと思います。 

（相羽助宣） 本市にも、このような企業理念を持った企業が現れないかと思います。 

（稲葉民治） 企業庁の用地が空いているので常滑にも来てほしいものです。 

（伊奈利信） スポーツ振興で、まちの活性化、発展へつながる仕組み（仕掛け）がほ

しいです。民間企業や市民団体の力も活用して取り組んでいただきたいと考えます。

アジア、アジアパラ競技大会を起点にまちづくりへつなげる取組に期待します。 

（中村崇春） 本市においては、自治体主導で同様のボールパークを建設することはほ

ぼ無理と思いますが、民間企業が進出したくなるような環境を整備することが肝要と

考えます。愛知県企業庁と協力してりんくうエリアに進出してもらえるよう働きかけ

てもらいたいです。 

（坂本直幸） 市の財源を全く使わず、スポーツ及び観光客誘致に大きく貢献できる施

設は魅力的であり、本市においても財源を使わずして長崎スタジアムシティのような

施設誘致の取組に努力することが望ましいです。 
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（大川秀徳） 常滑市の集客エリアで、不足しているのはエンターテイメントの中のス

ポーツ分野です。イオンモール常滑前のＪ区画に、雨天の影響のない屋内アリーナを

建設し、常滑市の魅力をさらに向上させるべきだと考えます。屋内アリーナでのス

ポーツ種目は、女子バレーボール・女子バスケットボールに注目して、女子スポーツ

屋内アリーナのメッカを目指すべきです。 

（齋田資） 常滑市においては、人を集める民間事業者は現在りんくうビーチにありま

すが、今後はイオン常滑店の東側の未利用地に活気ある施設を誘致して、常滑市の賑

わいを作っていきたいと思います。 

（森下雅仁） 今回の事例は規模が大き過ぎますが、企業が利益を優先したうえで自治

体に貢献する良い例です。本市においてはプロスポーツの誘致は難しいと思いますが、

今年、アジア競技会が開催されることもあり、今後、国際展示場や臨空地区を活かし

た競技を自主的に開催する企業があればよいと思います。 
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（２）長崎県長崎市「平和学習について」 

【概要】 

長崎市の平和教育は、1945 年８月９日に投下された原子爆弾の被害と体験をもとに、

戦争の悲惨さと平和の大切さを学ぶ教育です。被爆地である長崎では、この経験を風

化させず、次の世代へ伝えていくことが重要視されています。長崎市の平和教育の主

な目的は、被爆の実相を正しく理解し、命の尊さや人権の大切さを学ぶことです。ま

た、核兵器のない世界の実現や平和な社会の構築に向けて、自ら考え行動できる人間

を育てることも目標とされています。具体的な取組としては、毎年８月９日に平和祈

念式典や平和集会を実施し、原爆犠牲者を追悼するとともに平和への誓いを新たにし

ています。また、長崎原爆資料館の見学や被爆遺構のフィールドワークを通して、実

際の被害の様子を学ぶ機会が設けられています。さらに、被爆者や語り部による講話

を通して、当時の体験や思いを直接聞くことも重要な学習の１つです。加えて、「平

和ナガサキ」などの教材を用いた授業が行われ、原爆の被害だけでなく、核兵器問題

や国際平和についても学習が進められています。これらの学習は特定の教科に限らず、

道徳や総合的な学習の時間など、学校教育全体を通して行われている点が特徴です。

このように長崎市の平和教育は、被爆の歴史を基盤にしながら、過去を学ぶだけでな

く、未来の平和を担う人材の育成を目指しています。 

【所感】 

（加藤久豊） 長崎市の平和教育は深く、充実していました。小中学校での平和教育は

各学校において指導内容の中で、平和教育を明確にし、教育課程として平和に関する

基盤づくりに努めていました。特に原爆被爆都市としての重みは安易な平和意識では

語ることができないと強く実感しました。各学校の授業を通して、原爆被爆の過去、

戦争の悲惨さ、平和の尊さを深めていく姿勢に感動しました。また、長崎市では８月

９日を全校登校日に指定し、各小・中学校で、「平和祈念式」「平和集会」等を実施

するなど平和に対する意識の向上に努めていました。すべてにおいて、平和に対する

思いと重さがあり、表面だけでは語れないと実感しました。 

（盛田克己） 被爆地としていまだに苦しんでいる人がいる現状で、当時の悲惨な状況

が忘れ去られることがないように「平和教育の基本三原則」により、被爆体験を継承

し、平和の大切さを発信できる児童生徒の育成に努める平和学習をされています。そ

こで実践されていることは、「異なる考えに耳を傾け、理解する、自分なりの考えを

持つ」という平和に対する意識づけをするとともに、平和学習を通しての人間性を育

むことです。 

（伊藤史郎） 長崎市における平和学習は、原爆の歴史や被爆の実相を伝えるだけでな

く、命の尊さや平和の意義を自ら考える機会を重視している点が特徴的でした。資料

展示や体験型の学習を通じて、世代を超えて学びを深める工夫がなされており、平和

学習が一過性の取組ではなく、継続的な教育活動として定着していると感じました。 

（相羽助宣） 原爆被爆都市として平和教育はすごく充実しています。小学１年生から

中学３年生までの９年間のトータルのカリキュラムに従い平和教育に取り組んでいま

す。平成 30 年度からは、被爆体験の継承と平和の発信という２つの柱に、平和創造と

いう新しい柱を設け、他者の意見を尊重しながら自分の言葉で平和を語り、行動でき

る児童生徒の育成を目指すということです。目指しているのは人格の完成（心の教
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育）ということで進めているということです。 

（稲葉民治） 第１ 平和教育の基本的なよりどころを日本国憲法、教育基本法などの

法令に示された「平和希求の精神」に求めるものとすること。第２ 児童生徒の人格を、

真に平和を希求する日本人として形成するため、平和に関する指導を通じて、「生命

尊重の態度」「人と人との望ましい人間関係の在り方の理解」「社会生活についての

正しい認識」「国際協調の精神」「自然と人間とのかかわりについての理解」「芸術

を愛し創造しようとする精神」などの平和に関する資質を啓培するものであること。

第３ 学校における具体的な指導は、学習指導要領に従い、各教科、特別の教科道徳、

外国語活動、総合的な学習の時間及び特別活動で取り扱うものとすること。（昭和 53

年作成） 

平成 30年度からの長崎市の新しい平和教育の方針 

・平和教育の基本三原則を拠り所とし、これまでの実践で積み上げてきた実績を踏ま

えた内容とすること。 

・「被爆体験の継承」と「平和の発信」というこれまでの２つの柱に、「平和の創

造」という新しい柱を設け、「他者の意見を尊重しながら自分の言葉で平和を語り、

行動できる児童生徒の育成」を目指すこととすること。 

これにより「目指しているのは人格の完成（心の教育）」でした。 

（伊奈利信） 被爆地としての意識の高い平和教育に取り組まれています。被爆体験の

継承、平和の発信、平和の創造の３つの柱。小中学校の９年間で「平和を創る人」を

目指します。平和教育教材「平和ナガサキ」（小学生版、中学生版）を活用し、段階

に応じた平和学習を実施しています。説明いただいた担当職員様の平和教育に対する

熱意がとても伝わってきました。これはやはりこの地域に生まれ育った人の当事者意

識の高さだと強く感じました。 

（中村崇春） 昭和 46 年から長年にわたり平和教育を実施していることに敬意を感じ

ました。平成 30 年度から、これまでの「被爆体験の継承」「平和の発信」の２つの柱

に「平和の創造」という３つ目の柱をたて、一方向の教育から、双方向型の教育を実

施して自らの言葉で意見を言えるようにしたことは、人格形成に大きく影響があると

思います。長崎市の平和教育は世界的に見てもとても先進的で効果のある教育と思い

ます。 

（坂本直幸） 被爆都市長崎市は平和教育基本三原則のもと、平成 30 年度から長崎市

の新しい平和教育の方針として、「被爆体験の継承」と「平和の発信」というこれま

での２つの柱に、「平和の創造」という新しい柱を設け、「他者の意見を尊重しなが

ら自分の言葉で平和を語り、行動できる児童生徒の育成」を目指しています。平和教

育の取組として、昭和 46 年から、８月９日を全校登校日として、各小・中学校で、平

和祈念式・平和集会などを実施し、原爆犠牲者の慰霊と原爆被爆の実相の継承に努め

ています。また、教職員対象者研修会を実施し、初任者を対象とした平和教育研修会

も実施しています。 

（大川秀徳） 長崎市の平和教育は、原爆被爆都市である長崎の歴史をもとに、戦争の

悲惨さや平和の大切さを学ぶ教育です。主に小学校・中学校で行われており、平和教

育の目的は、被爆体験を次の世代へ伝えること、戦争の悲惨さを理解すること、平和

を大切にする心を育てることを目的として平和教育を行っています。児童生徒が「平

和の大切さを発信できる人になること」を目指しています。 
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（齋田資） 長崎市は広島と同じく被爆地として、被爆者とともに世界に平和を発信し

続けてきた街です。長崎市は「平和教育の三原則」に基づいて、普遍的で妥当な平和

教育を推進しており、原爆被爆都市としての特殊性を活かして、被爆体験を継承し、

平和の大切さを発信できる児童生徒の育成に努めています。平和の心を育てる直接

的・間接的アプローチにより、平和を創る人を目指しています。小学１年より、紙芝

居の上演や絵本の読み聞かせに始まり、中学３年では、平和を創るために何ができる

かを考えるという徹底した取組であると感じました。 

（森下雅仁） 被爆都市ならではの、経験した者でしか伝えられない教育が行われてい

ます。特に、対話型授業において、多様な意見を受け止め、自分の平和観を深める取

組は、担当者の熱意も相まって感動をおぼえました。また、教材も平和とは何か自分

で考える内容となっており素晴らしいと感じました。 

【市への反映】 

（加藤久豊） 常滑市は平和都市宣言をしましたが、本当の平和とは何か、深く追求す

べきであると痛感しました。今後の平和教育の礎にし、常滑市の教育現場で生かされ

る提案に努めたいと思います。 

（盛田克己） 平和宣言をした本市では、平和に対する取組が感じられないため、被爆

地の生徒との交流を実施して、人間形成の取組をすべきではないでしょうか。 

（伊藤史郎） 常滑市においても、地域の歴史や文化を題材としながら、次世代に伝え

る学びの機会を継続的に創出していくことが重要です。単なる知識の伝達にとどまら

ず、「考える学習」の視点を取り入れた取組について、学校教育や生涯学習分野での

施策検討に活かしていきたいと考えます。 

（相羽助宣） 同じことを本市で行うのは、難しいと考えます。一概に平和教育と言っ

ても奥が深いし、学習指導要領に従って行うのは大変に難しいと考えます。ぜひ一度、

教育委員会で長崎市に視察に行っていただきたいです。 

（稲葉民治） 当市も広島に平和教育として小学生を派遣していますが、長崎もありで

はないでしょうか。 

（伊奈利信） 小中学校で、平和の心に目覚め、培い、自ら考え行動するといった段階

で平和教育に取り組んでいただきたいです。現地への訪問も有意義と思いますが、

「平和ナガサキ」のような平和教育教材などの活用も必要だと感じました。戦後 80 年

が過ぎ、また常滑市戦没者遺族会も解散し、戦争体験や遺族の悲しみなど生の声でお

伝えいただける機会も減りつつあります。子どもたちへの講演会や出前授業など機会

が必要と考えます。もしくは教育者向けでもよいと思います。 

（中村崇春） 長崎市教育委員会の実施する平和教育は、原爆被災地の強い思いにより

実施できていると思います。本市独自で長崎市並みの平和教育を実施することは難し

いと思いますので、長崎市や広島市などと連携して様々な教育を実施することでより

効果的な教育になります。広島、長崎、知覧など、１つの地域にこだわらず、子ども

たちを派遣して平和教育を進めてもらいたいです。 

 



9 

 

（坂本直幸） 長崎市は平和学習用の教本（小・中学生）を作成し、全生徒に対し配布

教材としています。本市においても平和学習や常滑焼の伝統などの学習用教材につい

て研究していただきたいと考えます。 

（大川秀徳） セントレアから長崎空港までの直行便もあり、平和学習先や修学旅行先

として検討してもよいのではないでしょうか。長崎市において平和がシビックプライ

ドになっているように、常滑市にもシビックプライドとなるような教育をしてもらい

たいです。 

（齋田資） 常滑市においては、現在広島市に行き、当時の被爆の状況等を学んできて

いますが、その学びだけで終わらせることなく、未来の平和に向けてどのような事が

大切であるかを考える取組が必要と思われます。 

（森下雅仁） 子供たちへの平和学習は必須ですが、戦争の悲惨さを知らない者が伝え

る平和教育には限界があると感じています。本市も令和６年度より広島への児童派遣

を始めましたが、長崎への派遣も考えるべきです。また、平和とは何か自分で考える

教育を実施してほしいと思います。 
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（３）長崎県大村市「ＳＮＳを活用した行政情報の発信について」 

【概要】 

近年、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）は行政における重要な

情報発信手段となっています。長崎県大村市でも、住民への迅速な情報提供や地域の

魅力発信を目的としてＳＮＳを積極的に活用しています。大村市では、Ｘ（旧Ｔｗｉ

ｔｔｅｒ）、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、LINE、ＹｏｕＴｕｂｅなど複数のＳＮＳを活用して

います。これらを使い分けることで、目的に応じた情報発信を行っています。大村市

のＳＮＳの特徴としては、長崎県の地理的な理由で、長崎市や佐世保市に流出してい

る人口流出を、若者が興味をひく内容に力を入れていました。住みたい町ランキング

でも上位になるほどの成果があります。行政情報にも、動画を活用し、文字では伝わ

らない内容を動画で伝える工夫がされています。 

【所感】 

（加藤久豊） 大村市の広報戦略は今の時代にまさに見合う戦略でした。広報誌はタウ

ン誌のように工夫されており、担当者として、まず手に取ってもらうことの大切さを

話されたことは印象深いです。また、ＳＮＳを効果的に活用し大村市のＰＲに努めて

いることも大変参考になりました。広く市民にお知らせする姿勢は学ぶものが多くあ

りました。特に LINE が効果的であるとの見解もいただきました。まちの情報をより効

果的に発信していました。地方創生時代の中、街の魅力や定住促進、効果的なＰＲの

在り方、担当者の熱量などとても参考になりました。 

（盛田克己） 担当専門員による発信がなされています。今後まだ改善する余地もある

ようですが、いかに見てもらえるかに気配りされていると感じます。 

（伊藤史郎） 大村市では、ＳＮＳを行政情報発信の有効な手段として位置付け、市民

にとって分かりやすく、親しみやすい情報提供を行っている点が印象的でした。即時

性や拡散性といったＳＮＳの特性を活かし、必要な情報を適切なタイミングで発信す

ることで、市民との距離を縮める工夫がなされていると感じました。 

（相羽助宣） ホームページ、情報発信の核である、市内外向け問わず市政情報を網羅

し、各媒体からＨＰへ誘導しています。Ｆａｃｅｂｏｏｋフォロワー数 5380 人・Ｙｏ

ｕＴｕｂｅフォロワー数 2600 人・Ｉｎｓｔａｇｒａｍフォロワー数 6569 人・ＬＩＮ

Ｅ友だち数 34461 人です。動画配信にも力を入れています。自治体からの情報発信が

充実しているランキング全国３位です。 

（稲葉民治） シティブランド・ランキング（住みよい街 2025）全国４位、子育てしや

すい自治体ランキング 2025 全国１位（日経 BP 総合研究所調べ）です。自治体からの

情報発信が充実している点で全国３位と市全体の情報発信が評価されました。素晴ら

しいと思いましたが、DX 音痴の私にはピンと来ませんでした。従来からの広報誌、公

式ＨＰ、公式ＳＮＳ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、ＹｏｕＴｕｂｅ、Ｉｎｓｔａｇｒａｍ、Ｌ

ＩＮＥなどです。 

（伊奈利信） 市広報誌の担当者が女性で、女性ならではと感じさせる紙面構成や内容

で、タウン情報誌のような見た目から若い世代にも手に取りやすい感じがしました。

ＳＮＳは市内、市外、コア世代を分析し、各媒体で発信内容を変えています（イベン

ト、写真等）。そして、各媒体から公式ＨＰへ誘導しています（クリック、ＱＲコー
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ド等）。市のＰＶ（移住定住促進）もインパクトが強すぎるほどの見出し「大村市な

んて大嫌い」で、再生回数も多いです。内容はストーリー性もあり、まちの魅力も十

分に紹介されています。見出しの逆をつく落とし込みが、実におもしろいです。 

（中村崇春） 大村市のシティブランド・ランキング全国４位、子育てしやすい自治体

ランキング全国１位、情報発信の評価は全国３位と自治体運営として大変素晴らしい

自治体です。ＨＰ、ＳＮＳ、ＹｏｕＴｕｂｅとほぼ全ての媒体で情報発信しており、

また広報も見やすい構図にしたことは、本市や本市議会の情報発信の今後の参考にな

る事例です。また、それぞれの媒体を相互に連携させ、効果を高めようとする姿勢は

全国の自治体にとっても勉強になると感じました。移住定住促進ＰＲ動画は業者に委

託しており、印象に残る内容となっています。予算も業務内容から見ると妥当な金額

ではないかと思われます。 

（坂本直幸） 大村市の情報発信業務は広報戦略課が担当しています。日経ＢＰ総合研

究所調べではシティブランド・ランキング（住みよい街 2025）全国４位、子育てしや

すい自治体ランキング 2025 全国１位と評価され、また、自治体からの情報発信が充実

している点では全国３位で市全体の情報発信が評価されています。公式ホームペー

ジ・公式ＳＮＳ・テレビ・ラジオなどを活用した最大限の情報発信に努めています。

また、地方創生推進室が担当し、おおむら暮らし公式チャンネル及び動画配信にも力

を入れ、移住定住促進のための動画配信をしています。 

（大川秀徳） 長崎県の地理的な理由で、長崎市や佐世保市に流出している人口流出に

対し、若者が興味を惹く内容の発信に力を入れていました。住みたい町ランキングで

も上位になるほどの成果があります。行政情報にも動画を活用し、文字では伝わらな

い内容を動画で伝える工夫がされています。 

（齋田資） 大村市は住みよい街 2025 において全国４位、子育てしやすい自治体ラン

キング 2025 全国１位、自治体からの情報発信が充実している全国３位となっており、

市全体の情報発信が評価されています。移住定住促進ＰＲ動画のタイトルが「大村市

なんて大嫌い」というキャッチーなタイトルで魅力発信しています。市の組織として

は、広報戦略課と地方創生推進室という部署で取り組んでおり、かなりのウェイトが

置かれていると感じました。 

（森下雅仁） 大村市は日経ＢＰ総合研究所調べによる、子育てしやすい自治体ランキ

ング 2025 で全国１位であり情報発信力が評価されています。情報発信ツールは広報誌

を始めＳＮＳを活用していますが、他の自治体も概ね同じツールを活用しています。

大村市の情報発信の特徴は、広報誌はタウンページのような目を引く印象を受け、Ｙ

ｏｕＴｕｂｅでは発想力の高さを感じました。 

【市への反映】 

（加藤久豊） 常滑市はＳＮＳについて力を入れていますが、先進地の取組に比べ改善

の余地があると感じました。動画での配信や効果的なＳＮＳ活用、広報とこなめなど

時代にあった取組は必要なことであると実感しました。先進地の取組を参考に常滑市

の取組強化を促していきたいと思います。 
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（盛田克己） 今後ますます情報発信の進展があることは事実であり、疎い人を対象に

いかに進めるかを考えていくべきです。わかりやすい情報発信を願います。 

（伊藤史郎） 常滑市においても、行政情報の発信手段としてＳＮＳを効果的に活用す

ることで、情報の到達率向上や市民理解の促進が期待できます。発信内容や表現方法

について工夫を重ね、市民目線に立った情報発信を行うことで、行政への関心や信頼

の向上につなげていきたいと考えます。 

（相羽助宣） 本市としても情報発信に力を入れていくべきと考えます。 

（稲葉民治） 人がいない中で常滑市もＦａｃｅｂｏｏｋとＬＩＮＥを充実できるで

しょう。 

（伊奈利信） 情報は発信側と受信側の双方の目線で考えていただきたいです。受信側

の分析を行い、どのような内容をどんな人へ届けたいのかを研究していただきたいと

思います。内容はもちろん、紙面デザイン構成などインパクトある仕上がりを期待し

ます。 

（中村崇春） 本市の公式ＹｏｕＴｕｂｅは更新頻度が少なく、大村市のような月２回

の更新になっていません。観光や関係人口増加を目指すのであれば、インターネット

ツールを使いこなす必要があり、注目してもらうには高頻度の更新が必須です。担当

職員には負担増加になりますが、本市のＰＲには月に２回はＹｏｕＴｕｂｅやＳＮＳ

での動画アップをしてもらいたいです。また、若い世代が見たくなるよう他自治体の

広報誌を参考にして、見やすさやより多くのＱＲコードの使用を検討してもらいたい

です。 

（坂本直幸） 市の情報発信は市民にとって重要であることから、情報発信に熟知した

人材育成に取り組むことが必要です。 

（大川秀徳） 常滑市でも動画での行政情報発信を加速させるべきであり、特に女性の

力を発揮してもらい、優しい、伝わりやすい行政情報になることを早期に望みます。 

（齋田資） 常滑市においても、今後観光推進等に特化した部署の設置が予定されてい

るため、その部署での今までにない常滑市の PR が必要であり、魅力ある市となってい

くことが重要です。 

（森下雅仁） 本市は、地方創生総合戦略において 2060 年に 59000 人の人口を維持す

ることを目標としています。そのためには、市外在住の方に常滑市を居住先として選

んでもらう必要があり、市外に向けた情報発信に力を入れていかなければならないと

感じます。 
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（４）ボートレース大村「ボートレース大村の施設見学及び経営状況について」 

【概要】 

ボートレース業界全体の売上も２兆円を超える中、2018 年からのナイター開催も重

なり、ボートレース場 24 場の中で、売上はトップクラスでＳＧレースの開催も多い、

ボートレース大村です。競艇事業で得た収益の一部を、大村市の行政サービスに使う

ために巨額の繰り出しをしています。ボートレースとこなめでは今のところナイター

開催は難しいですが、ボートレース大村が行っている畳シート等の事業がボートレー

スとこなめの更なる売上向上に繋がらないでしょうか。また、日本モーターボート競

走会の支援で、地球環境に配慮した太陽光発電を新たに事業化するようで、ボート

レースとこなめの新スタンドの大屋根など最適ではないでしょうか。開設 70 周年を迎

えた「ボートレース発祥の地」大村で開催するＳＧグランプリでは、東京オリンピッ

クやラグビー・サッカーのワールドカップなど、世界的スポーツイベントでも導入さ

れているワイヤーカメラシステム「Ｒｏｂｙｃａｍ（ロビーカム）」を業界で初めて

採用しました。このワイヤーカメラシステムは、専用カメラが空中を縦横無尽に稼働

することで、定点カメラではできない画期的な角度からの撮影が可能となり、従来で

はお届けできない迫力あるレース映像をご提供することができるので、ボートレース

とこなめにも必要ではと考え、視察を行いました。 

【所感】 

（加藤久豊） ボートレース大村は５年連続売上げ１位であり、全国一のレース場です。

常に改善に努め、ファン優先の取組、防風対策、電話投票のファン獲得策はとても参

考になりました。特に電話投票は売り上げの 86％に達し、突出していました。また、

ボートレースを市全体で盛り上げている姿勢は同じボートレースを施行している自治

体として常滑市も考えていくことは大切と実感しました。ファンの声を聞く会や市民

対象のイベントなど地元への感謝、新規ファン獲得の姿勢など、学ぶものが多くあり

ました。 

（盛田克己） 平成 25 年の赤字転落から、今では No.１の売上を維持しています。ナイ

ター運営を始めたことは大きな収益向上になっていますが、本場売上が全体の１％台

にもかかわらず、舟券発売収益向上に向け、各種イベント、施設改善など計画されて

おり、収益向上に向けた意欲を感じます。 

（伊藤史郎） ボートレース大村では、施設の維持管理や来場者サービスの向上に努め

るとともに、安定した経営基盤の確立に向けた取組が行われている点が確認できまし

た。公営競技としての社会的役割を踏まえつつ、収益確保と健全経営の両立を図って

いる姿勢が印象的でした。 

（相羽助宣） 売上日本一にあぐらをかいてはなく、さらに新しい施設・改善を行って

いるさすがの姿勢です。防風ネット・立体駐車場・スケートボードパーク等積極的に

投資を行っています。また、月に１回近くの大村神社・稲荷神社にボート場の売上向

上・選手が事故を起こさないように・安全に開催できるように幹部職員で参拝してい

るそうですが、素晴らしい取組です。 

（稲葉民治） ＳＧオーシャンカップやＧ１九州地区選手権の開催、ミッドナイトレー

スの日数増加により、発売の主力である電話・インターネット投票などの広域発売が

好調に推移した結果、年間売上は過去最高の 1,921 億 5,000 万円となり、令和２年度
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から５年連続で売上日本一を達成しました。また、カーボンニュートラルの一環とし

て、ボートレース業界初の取組となる太陽光発電設備を導入しました。（令和６年度

競走事業決算報告の概要から） ５年連続売上日本一はすごいことです。本場（市内）

の売上が 1.3％でした。 

（伊奈利信） 売上げアップの起点はナイターレースを開始した 2022 年です。ミッド

ナイトレースも好調です。ネット会員向けのポイントクラブ（地元産物と交換）も充

実しています。太陽光パネルを約９億円で設置しました。振興会より２億円の補助が

ありました。ナイター照明電力の３分の１を発電しています。この取組は業界で高評

価を得ています。 

（中村崇春） 令和６年度で開催売上 1,920 億円を達成したボートレース大村は、５年

連続で売上日本一を達成しました。ナイターレース場が上位となるのはわかりますが、

５年連続はすごすぎて参考になるかわからないくらいです。ボートレース大村は日本

一に慢心せず、努力し続けていることが日本一を継続するための秘訣であると感じま

した。また、ナイター場になる前から薄暮レースを実施するなどの努力をしており、

本市でも実施できることはあると感じました。 

（坂本直幸） ボートレース大村の施設概要、スタンド棟の収容人数は１万 1,000 人・

別館スタンド棟・ロイヤルスタンド棟・コミュニティパーク「グルーンおおむら」が

あります。ボートレース大村はナイターレースのため、ナイター照明設備がなされて

います。照明用電源設備、ＮＡＳ電池３基より電源を供給し、１系統が故障しても明

るさは確保できるシステムとなっています。故障時は商用電源から供給されます。点

灯中はＮＡＳ電池の独立運転となるため商用電源が停電しても影響を受けません。ま

た、令和７年１月に両面発電パネルを採用した太陽光発電施設を設け発電しています。

収益については、令和６年度は、収益の柱である電話投票売り上げが好調で、大村開

催売上げ 1,921億 5,000万円を達成し、過去最高を更新しています。 

（大川秀徳） コロナでの巣ごもり生活の影響で、電話（ネット）投票、ボートレース

業界全体の売上も２兆円を超える中、2018 年からのナイター開催も重なり、ボート

レース場 24 場の中で、売上はトップクラスでＳＧレースの開催も多いです。ボート

レース大村の売上に比例して、利益を多く、一般会計への巨額の繰入を継続していま

す。 

（齋田資） 公営競技の中でボートレースは２兆 5,000 億円を超え、売上記録を更新し

ている中で、ボートレース大村は 2,130 億円を売り上げています。特徴としては、ナ

イターレースやミッドナイトレースの取組により、電話投票が売上の約 87％となって

います。電話投票の浸透は、ボートレースの重要な事項であり、若い方のレースへの

参入も競走会の CMにより多くなってきていると思われます。 

（森下雅仁） ボートレース大村は近年、業界トップの売上げを誇っていますが、その

要因はナイターやミッドナイトレースの開催のほか、イベントの企画力と情報発信力

の高さにあると思われます。イベントの企画は基本的に職員のアイデアとのことであ

り、職員が声を出しやすい職場風土が形成されていると感じました。 

【市への反映】 

（加藤久豊） 大村市はナイター場であるため、一概に比較はできませんが、電話投票
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の充実やファン獲得に向けた取組などとても参考になりました。これらの取組を参考

にボートレースとこなめの売上げ向上に向けた提案を進言していきたいと考えます。 

（盛田克己） モーニング、ナイター運営がないですが、ファンを増やすためになにを

なすべきか従事員も含めて常に考えていくべきです。他場の取組を取り入れることも

よいですが、とこなめボートとしての魅力向上策を期待します。従事員も他場を知ら

ないこともあり客を受け入れる一番の接触者であり、他場を知るべきであり、視察も

考えていくべきです。 

（伊藤史郎） 常滑市におけるボートレース事業についても、安定的な経営を維持しつ

つ、地域への還元や公共サービスへの貢献を意識した運営が重要です。他自治体の取

組を参考にしながら、施設運営や事業展開の在り方について、今後の検討に活かして

いきたいと考えます。 

（相羽助宣） 本市のボート場も次年度に施設改善を行いますが、売上の好調の時こそ

積極的に投資すべきと考えます。また、神社への参拝もすべきと考えます。 

（稲葉民治） 常滑も新たな売上向上策を打ち出さなければなりません。モーニング

レースも一案ではないでしょうか。 

（伊奈利信） ナイターは難しいと聞いていますが、モーニングレースへの可能性を再

度追求してはいかがでしょうか。ネット投票で選ばれる場となるような仕掛けがほし

いです（コラボ企画、ポイント制度の充実等）。インバウンド対応の仕掛けも再度注

力してはいかがでしょうか。 

（中村崇春） ボートレース大村の職員の言葉にある「どこもやっていないことをやり

たい」という独自性の追求は、ボートレースだけでなく、本市全体でも参考にしても

らいたいです。また、薄暮レースのようにレース時間をずらすことやモーニングレー

スの開催も検討してもらいたいです。売上が好調だからこそ将来への振興策を検討し

て、好調な売上が継続できるよう様々な施策を検討してもらいたいと考えます。 

（坂本直幸） ボートレースとこなめにおいても、現在、全従事者が本場売上向上・電

話投票売上向上に努力し取り組んでいるところですが、他のレース場とコラボした企

画を取入れた売上向上を考えたらいかがでしょうか。 

（大川秀徳） モーニングレースの再検討と畳シートへの改装、１マークのベストポジ

ションのＲＯＫＵの活用方法の見直しを早期に望みます。 

（齋田資） ボートレース常滑においても以前の「常滑競艇」から「ボートレース常

滑」として、若い方が参入しやすくなってきており、売上も順調です。さらなる多く

の電話投票を獲得できるレースの開催が売上を左右すると思われるので、ビッグレー

スの開催数を増やしていきたいと思います。 

（森下雅仁） ボートレース常滑も売上げが大きく向上していますが、更なる向上の余

地は大いにあると思っています。そのためには、売上げが向上した要因を探るととも

に、知名度のアップや職員の企画力を高めることに努めてほしいと考えます。 
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別紙２ 

 

３ 視察費 

 単価 数量 合計 備考 

交通費（往復航空券）  
11 402,800 

中部国際空港⇔長崎空港 

宿泊代  長崎インターナショナルホテル 

交通費（名鉄） 410 

330 

8 

14 
7,900 

中部国際空港駅⇔自宅最寄り駅 

交通費（バス、電車） 

1,400 

 

150 

 

150 

870 

11 28,270 

長崎空港-銭座町長崎スタジアムシ

ティ(バス) 

スタジアムシティノース駅-市役所駅

(電車) 

市役所駅-長崎駅前駅着(電車) 

長崎駅-新大村駅（ＪＲ） 

視察費 8,800 11 96,800 長崎スタジアムシティスタジアム 

交通費（タクシー） 850 3 2,550 大村駅-長崎インターナショナルホテル 

手土産代 390 14 5,460 トイレの最中 

合計   543,780  

 


